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事業概略書 

事 業 名 地域生活支援拠点等の整備に関する実態調査 

事 業 目 的 

 本調査研究は、拠点等の着実に運営・発展を図るため、「平成 30 年度障害福祉
サービス等報酬改定検証調査（平成 30 年度調査）において把握する拠点等の
必要な機能の状況について更新や周知等を行うこと」ならびに「時期（2021
年度）報酬改定の議論で活用するための基礎資料を作成すること」を目的とす
る。 

事 業 概 要 

①市町村向けアンケート調査 
 各市町村にとって必要な機能の具体的な内容および充足度を把握するため、全

国 1,741 市町村（特別区を含む。）を調査客体としたアンケート調査（悉皆）
を行った（有効回答率：82.7%）。 

 調査結果の主要集計項目は以下のとおり。 
○ 拠点等の整備状況（令和元年 10 月 1 日、令和２年 3 月末日、令和２年 3

月末日の３時点） 
○ 地域生活支援拠点等の整備状況（令和元年 10月 1 日時点、整備類型別） 
○ 必要な機能とその充足度（令和元年 10月 1 日時点、整備類型別） 

 

②市町村向けヒアリング及び事例集作成 
 本研究では、地域生活支援拠点等の整備状況に関する先行調査の結果（地域の

実情に応じて整備し、うまく活用している市町村・圏域とそうでない市町村）、
及び、人口規模や地域性に関する公的統計データを勘案し、拠点等の整備状況
に関する詳細を聞き取り調査（ヒアリング）により深掘りするべく、調査・分
析の対象となる市町村を選定した。 

 ヒアリングの承諾が得られた18市町村を対象とした８事例（圏域単位で整備済
み又は整備予定の市町村は１事例に集約）の事例集を作成した。 

 

③必要な機能の充足度に関する塗分け統計地図（ｺﾛﾌﾟﾚｽ図）の描画 
 アンケート調査で得られた回答データに基づき、「必要な機能の充足度」に関

する塗分け統計地図（コロプレス図）を作成した。 

事業実施結果 

及び効果 

 アンケート調査の結果から、必要な機能の充足度をスコア化し、「必要な機能
の充足度」に関する塗分け統計地図（コロプレス図）を都道府県単位で作成し
た。これにより、管内の市町村が必要と考えている機能とその充足度を視覚的
に把握することができた。 

 地域生活支援拠点等の好事例集については、既に厚生労働省のホームページに
掲載されているが、今回の調査事業では、障害福祉課が実施した調査の結果等に
基づき、既に「整備済み」の市町村の好事例の収集だけでなく、「未整備」の市町村
が行った整備の検討・経緯および拠点等の整備において抱える課題を整理するこ
とができた。 

事 業 主 体 

郵便番号：〒１０１－８４４３ 

所 在 地：東京都千代田区神田錦町２－３ 

法 人 名：みずほ情報総研株式会社 

電話番号/E-MAIL：03-5281-5275/daisuke.yamada@mizuho-ir.co.jp 

 （注） 

１ 本様式の作成にあたっては、厚生労働省ホームページに掲載するため、一般に公開することを想定し、分

かりやすい表現に努めること。 

 ２ 本様式は、事業の概略をまとめるために作成するものであり、別途実施した事業についての成果物を必ず

提出すること。 

 ３ 「事業目的」､「事業概要」、「事業実施結果及び効果」について、それぞれ２５０字程度で簡潔に記入す

ること。 

 


